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研究成果の概要：戦略的環境アセスメント（Strategic Environmental Assessment: SEA）は

事業よりも上流の意思決定段階において実施する環境アセスメントである。本研究は、欧米の

先進制度の分析を通じて、日本に適合した方法を探索することを目的として実施した。その結

果、運用対象を意識した制度設計を行い、環境を専門とする複数団体の関与を早い段階から保

証することの有効性などが示唆された。また、情報公開の徹底、異議申立との連動、都市計画

制度との緊密な連動など、SEA に関わる諸制度の整備と連携を、SEA 制度の整備と同時に行

う必要性があることが明らかとなった。 
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１．研究開始当初の背景 
 環境アセスメントは持続可能な開発を実
現する基本的な手段だが、現行制度では事業
計画の直前に行われるため、十分な環境配慮
を行うには限界がある。そこで、事業よりも
上位の計画や政策の策定の段階において実
施する、戦略的環境アセスメント（Strategic 
Environmental Assessment: SEA）の導入が
求められている。SEA は持続可能な社会づく

りの重要な手段だが、財政構造改革のための
公共事業見直しの手段としても、その導入の
社会的要請は高まっている。 

日本においては 90 年代から、自治体が先
行する形で導入が進み、2007 年には環境省
によってガイドラインが策定された。海外で
は、1969 年の米国 NEPA（国家環境政策法）
をはじめ、先進国や国際条約、開発援助など
によって早くから導入が図られてきた。 
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２．研究の目的 
SEA は計画や政策の策定段階で透明性高

く環境配慮を行うためのもので、代替案の比
較検討によって、これを実現する。このため
には情報公開と住民参加の推進が求められ、
そのための制度や手法、条件の整備が必要で
ある。だが、我が国では、参加の機会は増え
たものの、真の参加である「意味ある応答」
はまだ不十分である。他方、欧米には市民参
加の長い歴史の中で、効果的な制度と手法が
蓄積されている国がある。このような国の
SEA における参加の制度とその手法を把握
することは、我が国への導入にむけて大いに
参考になる。 

ただ、政策や計画への参加の様態はそれぞ
れの国の社会的背景により規定される。した
がって、SEA を導入するにあたっては、社会
の意思決定機構や民主化の進展、国民意識の
変化など、当該社会の多面的なコンテクスト
に適合したものでなければならない。この観
点から本研究では、欧米の先進事例の分析を
通じて、日本での SEA 制度整備の条件を明
かにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
３．１ 国の選定及び対象の抽出 

環境アセスメントにおける合理的な側面
はアングロサクソン的なものであるといわ
れているが、その点で共通すると考えられる
諸国から、調査対象国を選定した。すなわち、
伝統社会から離れた新大陸の国として米国
を、また、伝統社会の国として英国を選定し
た。新大陸の先進諸国では民主主義の実験が
行われてきたが、米国は世界で最初にアセス
を始めた国で、参加制度も最も進んだ国とさ
れている。一方、伝統社会の影響が強い欧州
でその代表的な国が英国である。 

米国の場合は州毎に、英国（連合王国）の
場合は構成国毎に異なる SEAを持っている。
そのすべてを扱うことは困難なことから、そ
れぞれの国を代表する州ないし構成国の制
度を抽出し、分析することとした。 
３．２ 分析の枠組みと調査の概要 

本研究では、両国の SEA に対して、二つ
の観点から分析を行った。第一に、計画策定
過程への SEA の関わり方である。SEA は計
画策定プロセスに対し、環境配慮のための手
続きを付加するものである。このため、計画
策定において、効果的に環境面からの検討の
結果を反映させるためには、そのタイミング
や検討内容、そして意思決定に反映させるた
めの手法等が重要となる。このような計画策
定プロセスへの SEA の関わり方には、大き
く三つの形態があると言われている。すなわ
ち、両者の結び付きが弱い順に、分離モデル、
（手続）統合モデル、一体化モデルである。
そこで、両国の制度がこれらのどれに該当す

るかについて検討した。 
第二は、SEA における参加の特徴である。

「意味ある応答」を実現するためには、SEA
の核心である「代替案分析」と、その内容を
チェックする「審査」、さらに制度規定の遵
守を保証する「異議申立」を含めた三つの階
層において、十分な参加が実施される必要が
あると考える。そこで、この各段階に着目し
て、制度と運用実態の両面から参加の特徴を
明らかにした。 

具体的には、「代替案作成」においては、
どのような範囲の情報をどのような主体か
ら情報を収集するのか、また計画策定のステ
ップに照らしてどのようなタイミングでこ
れを実施するかを把握した。「審査」におい
ては、どのように専門性や第三者性といった
側面を保証しているか、また、意思決定との
関係はどのように整理されているかを把握
した。「異議申立」に関しては、環境分野に
おいてもコンプライアンスを確保する欠か
せない仕組みであるが、その基本的な枠組み
や仕組みを把握した。 
調査は、各国の研究者、各国、各州の政府

機関の他、それぞれの事例に関わった民間団
体等への聞き取りを行い、また、事例分析に
おいてはさらに現地視察を実施した。 
 
４．研究成果 
４．１ 米国の SEA  
１）対象の抽出 
米国においては、アセスの対象が連邦政府

の意思決定である場合は NEPA 手続きが、州
及び自治体の意思決定の場合は、それぞれに
対応する制度が適用される。 

本研究では、計画策定と SEA の関係を踏
まえつつ、参加で扱われる情報や多主体間の
調整過程を分析するが、NEPA では連邦機関
の実施する大規模な開発事業や軍の事業が
多くを占め、具体的な計画策定の調整の分析
には適さない。そこで、ここでは州レベルの
SEA を対象とする。 
このため、米国における全ての州制度を整

理したうえで NEPA に相当する SEA 制度を
抽出し、制度の対象、評価項目、SEA 手続き
における公衆参加の規程、第三者の関与に着
目し比較を行った。その結果、関連部局間の
参加による調整を重視しているカリフォル
ニア州と、一般市民の参加の規定を重視して
いるワシントン州の２州が、参加の観点から
特徴的であることが明らかになった。 
２）カリフォルニア州 
カリフォルニア州では 1970 年に制定され

たカリフォルニア州環境質法（CEQA： 
California Environmental Quality Act）に
より、州および州内の郡・市が行う裁量を伴
う行為に対して環境アセスメントの実施を
求めている。ワシントン州と同様、事業段階



 

 

のみならずプログラム・計画・政策段階にも
適用され、社会経済面の考慮も行うことから、
SEA を含む制度であるといえる。また、上位
の意思決定段階への適用時も特別な手続要
件は求めず、従来の事業アセスと同様、構造
化された手続を用いた環境影響の予測、評価、
低減を求めることが確認された。これは「分
離モデル」に該当すると考えられる。 
一方、参加については、制度分析の結果、

関連行政部局による参加を多く求めており、
法的要件としては公衆参加が少ないことな
どの特徴が明らかとなった。 
運用実態の事例分析の対象はカリフォルニ

ア州の州都であるサクラメント市中心部に
おける、100ha 程度の大規模複合開発のマス
タープランに対する SEA とした。 
分析の結果、「代替案分析」においては、法

的要件を大きく超える公衆参加が行われて
いた。また、「審査」では、重要な関連行政
部局とはプロセスの早い段階から、継続的に
協議を行うことにより、計画プロセスへの環
境情報のインプットを可能にしていること
が明らかとなった。このとき、プロセスの透
明性が高いことと、最終的な意思決定時と意
思決定後の「異議申し立て」の仕組みが整備
されていることで、市民による監視が効果的
に働き、要件以上の公衆参加が行われている
ことが分かった。 
３）ワシントン州 
ワシントン州では 1971 年制定の州法の州

環境政策法（SEPA：State Environmental 
Policy Act）によって州政府及び州内のすべ
ての公共団体に対して事業段階の環境アセ
スメントに加え SEA の実施を求めている。
同州では、1990 年の成長管理法制定以降、
プランニングプロセスと SEA プロセスの統
合に関する取り組みが積極的に行われてい
ることが確認された。また、現制度の計画策
定プロセスと SEA プロセスの特徴は、計画
策定の開始から終了までのプロセス全体を
通じて断続的に SEA が環境の側面から情報
を入力できる仕組みになっていることが分
かった。したがって、当州の SEA は「統合
モデル」に該当するといえる。 
この SEA における参加に関して制度分析

を行った結果、プランニングプロセスの早い
ステップにおいて参加の機会を確保してい
る点が特徴的であることが分かった。 
事例分析の対象は、シアトル都市圏におけ

る成長管理政策（VISION 2040）への SEA
とした。この結果、「代替案作成」における
参加は行政機関、民間の利害関係主体、公衆
をすべて水平的に同一の枠組みで扱う手法
によって情報や意見の収集を行っていた。ま
た、「審査」に関しては、第三者の審査期間
を設けることなく、代替案作成と同じ手法で
参加の手続きを実施し、この後、成長管理政

策の地域協定に加盟する自治体の代表者で
構成される策定主体の合議によって審査が
行われた。「異議申立」に関しては、当該事
例では異議申立がなされなかったが、同州の
SEA 制度ではスクリーニングのステップと
準備書に当たる DEIS のステップで行政庁に
申し立てを行う不服審査の機会が設けられ
ている他、最終意思決定の直前に出訴期間を
確保するための待機規定が設けられている
ことが分かった。 
４．２ 英国の SEA 
１）対象の抽出 
英国はイングランド、ウェールズ、スコッ

トランド、北アイルランドにより構成される
連合王国であり、SEA 制度も構成国ごとに設
けられている。だが、これら制度の間には大
きな違いがないため、本章では代表としてイ
ングランドを扱い、最も運用経験の多い土地
利用計画に対する SEA の適用に焦点を絞り
分析を行った。土地利用計画に対しては計
画・強制収用法（Planning and Compulsory 
Purchase Act 2004）で、持続可能性評価（SA: 
Sustainability Appraisal）により、計画が持
続可能であるかどうかを評価することが求
められている。これは環境のみならず、経済、
社会の評価も含めている。この意味で SA は
SEA を含むものであり、以下ではこの SA を
対象に分析した。 
２）イングランド 
イングランドは土地利用計画制度に長い歴

史を持つため、まず、環境配慮制度と土地利
用計画制度の歴史的変遷を整理して、現在の
SA 制度の歴史的文脈を明らかにした。 
その結果、土地利用に対する環境影響評価

は、土地利用計画制度内の規則として制度化
されており、SA についても計画に対する環
境面の審査を行うためではなく、持続可能性
のある計画を策定するという目的で導入さ
れたことが明らかになった。同時に、SEA 制
度化の直接のきっかけはEU指令であり、EU
指令を満たす形で、SEA を包含する SA を制
度化したことにより手続きが定式化された
ことも明らかとなった。 
また、SA 制度を分析した結果、政策・計画

レベルという戦略性の高い計画のみを適用
対象としていることが確認された。計画プロ
セスと SA プロセスは一体となっており、代
替案の作成及び評価は繰り返しの作業を行
うことで環境情報の計画への反映を可能に
している。この点から、この制度は「一体化
モデル」に該当すると考えられる。 
参加の特徴については、早期段階において

は法廷協議機関という環境を専門とする準
行政部局の参加を積極的に行うことにより、
科学的合理性を高める形をとっている一方、
公衆参加に関する規定は SA においては少な
いが、計画に対する参加という形で設けられ



 

 

ていた。このように、参加に関しても計画プ
ロセスと SA プロセスは一体化している。こ
のため、土地利用計画制度の重要な要素であ
る、参加の方針書（SCI：Statement of 
Community Involvement）と、独立審査が
SA にも関連することが示唆された。SCI と
は、計画策定の中でどのように参加を行うか、
事前に定めた文書であり、独立審査とは、計
画案および SA 報告書、その他計画関連文書
と公衆意見を総合的に判断し、計画案を採択
するべきであるかどうかがインスペクター
により判断される手続きである。 
事例分析として、以下の 2 事例を対象とし

た。1 例目のシェフィールド市におけるコア
ストラテジーは市全域の長期開発方針を定
める計画文書であり、この策定に当たり SA
が適用された事例である。2 例目のプレスト
ン市計画書補遺版（SPD：Supplementary 
Planning Document）は、市のコアストラテ
ジーを実現するための、ある特定地区の開発
方針・方法を定める計画文書であり、この策
定にあたり SA が適用された。この 2 例によ
り、市レベルの、最も戦略的な文書と、最も
事業に近いレベルの文書それぞれに SEA を
適用した際の運用をカバーすることで包括
的な運用実態分析を行った。 
これらの事例分析の結果、計画プロセスと

並行して SA が行われていることが確認され、
計画策定の各段階において計画の持続可能
性が評価されるプロセスが明らかとなった。
このとき、早い段階で環境を専門とする準行
政組織や、当該地域のコミュニティグループ
との協議を行うことで、SA に配慮していた。
また、独立審査により計画案とその SA 報告
書が審査されるため、計画案の作成プロセス
全体に大きく影響することも分かった。 
また、特にプロセスの早い段階における市

民団体以外の一般公衆による参加が課題で
あること、計画に対する参加と SA に対する
参加の区別がされていないことが浮き彫り
になった。異議申し立てについては、訴訟に
発展するケースは極めてまれであり、独立審
査プロセスにおいて不服内容が扱われるこ
とが通常であった。なお、SCI に関しては、
プロセスの中で参照されることはあったが、
具体的な効果についてはさらなる研究が必
要である。 

 
５．国際比較―日本での導入の観点から 
５．１ 比較の視点 
最後に、英米の SEA 制度を相対比較するこ

とで、SEA 制度としての特徴を明確にすると
ともに、その違いの理由を各国のコンテクス
トとの関連から考察した。そして、SEA の形
式、その特徴とコンテクストに鑑みて、我が
国における SEA の制度整備へ向けた諸条件
の考察を行った。 

５．２ 共通点 
今回対象とした３制度の全てにおいて共通

していたのは、環境を専門とする複数の関連
行政部局による関与が早い段階から継続的
に保証されていた点である。このことにより、
運用上は特にスコーピング段階の関与が重
視されており、公式な形での意見書提出のほ
かにも、非公式に協議の場を設定したり電話
によるやり取りを行ったりしていた。ただし、
いずれの制度でも公式の意見提出機会が存
在することで情報公開を保証していた。 
５．３ 特徴的な点 
一方、プロセスの形態や参加方法について

は違いが認められた。ここでは制度ごとに特
徴をまとめた。 
１）カリフォルニアの SEA 

プログラム段階への適用が効果的であり、
環境面に焦点を当てた評価を行うことに適
したプロセスであるといえる。特に、詳細な
情報に基づく具体的な環境影響のチェック
をしやすい。公衆参加については、公衆によ
る監視が働いているため、計画に対する関心
の高さに応じて参加機会を増減可能な柔軟
性を持つ。ただし、公衆監視の実効性を支え
るために訴訟が必要だが、一方で、必ずしも
環境影響に関心がない場合でも、事業を止め
たいという意図から訴訟が発生しうるとい
う問題もある。 
２）ワシントンの SEA 

上位から下位まで幅広い意思決定段階へ
の適用を効果的に行うことができると考え
られる。最大の特徴は、意思決定プロセスと
SEA プロセスを統合することにより環境情
報主導の計画策定が可能となる点である。ま
た、公衆参加の義務規定が最も多く、参加機
会の保障がなされていた。一方で、手続きが
長く、並行プロセスを実施するためには多く
の資源を要することが課題である。また、統
合が実現するかどうかは、SEA 実施主体の意
思に依存する部分が大きいと考えられる。 
３）イングランドの SEA 
他の二制度に比べ、より上位の意思決定段

階への適用が効果的であり、環境面のみの配
慮ではなく、持続可能性の観点からよりよい
意思決定を目指すものである。ただし、これ
が可能となる条件は、開発方針と方法を定め
る文書を分けるような土地利用計画体系と、
土地利用計画策定プロセスにおける参加規
程が存在することである。特に、土地利用計
画制度に基づく参加方針書と独立審査が大
きく関係しており、SEA 部分のみを切り取っ
て制度化しただけでは効果的ではないと考
えられる。また、土地利用計画と完全に統合
されているため、逆に、SEA に対する公衆の
理解が弱いという課題があった。より具体的
な情報による環境面の評価には適していな
いと考えられる。 



 

 

５．４ 日本における制度化への示唆 
日本におけるさらなる制度化へ向けて、制

度適用対象を意識した制度設計を行うこと、
複数の環境を専門とする団体の関与を早い
段階から保証することなどが示唆された。ま
た、情報公開の徹底、異議申立との連動、都
市計画制度との緊密な連動など、SEA に関わ
る諸制度の整備との連携が重要であり、SEA
制度の整備と同時に行う必要性があること
が明らかとなった。 
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